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茨城県・新型コロナ関連融資に関する企業の意識調査（2025 年 8 月） 
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新型コロナ関連融資を「借りていない」とする茨城県内企業の割合は 55.6％、「現在借りてい

る」が 28.1％、「すでに全額返済」したは 15.2％だった。また、新型コロナ関連融資を借りてい

る県内企業の返済状況を見ると、2025 年 8 月時点で 41.7％が『5 割以上』返済していた。一

方、『3 割未満』は 29.2％、『未返済や今後返済開始』は 2.0％、さらに今後の『返済に不安』を

感じる県内企業は 12.5％であった。 

 

※  調査期間は 2025 年 8 月 18 日～8 月 31 日。  

調査対象は茨城県内企業 409 社で、有効回答企業数は 171 社（回答率 41.8％）。  

  

SUMMARY 
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「現在借りている」企業の 41.7％が『5 割以上』返済        

今後の『返済に不安』は 12.5％  
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茨城県・新型コロナ関連融資に関する企業の意識調査（2025 年 8 月） 

新型コロナ関連融資、県内企業の半数以上が「借りていない」 

「現在借りている」は 3 割を下回る 

 

新型コロナ関連融資 1について、茨城県内企業では「借りていない」とする割合が 55.6％、「現在借り

ている」は 28.1％、「すでに全額返済」したは 15.2％だった。 

一方、全国では「借りていない」が 46.5％、「現在借りている」は 33.8％、「すでに全額返済」が

16.9％となっている。 

県内企業は全国に比べて「借りていない」割合が高く、「現在借りている」割合は低い傾向がみられた。

一方で、「すでに全額返済」した割合は全国を下回った。 

新型コロナ関連融資の借り入れ有無（茨城県）  

 

 

新型コロナ関連融資を「現在借りている」と回答した県内企業のうち、2025 年 8 月時点で融資の『5

割以上』を返済していたのは 41.7％だった。一方、返済が『3 割未満』にとどまる企業は 29.2％、『未返

済や今後返済開始』が 2.0％となった。 

全国では、『5 割以上』を返済している企業が 45.2％、『3 割未満』が 25.9％、『未返済や今後返済

開始』する企業が 4.2％だった。 

県内企業は全国と比べ、『5 割以上』を返済している割合が下回る一方、『3 割未満』と『未返済や今後

返済開始』を合わせた割合は高く、返済の進捗が全国に比べて遅れている様子がうかがえる。 

 

1  「新型コロナ関連融資」は、新型コロナ感染症の拡大に対応して実施された政府系金融機関と民間金

融機関による金利や返済条件が優遇された融資。代表的な例として、日本政策金融公庫の「新型コロナ

特別貸付」「新型コロナ対応資本性劣後ローン」など、日本政策投資銀行と商工中金の新型コロナ関連

「危機対応融資」、民間融資のうち信用保証協会の「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口」を通じ

た保証付き融資、などがある  

すでに全額返済

15.2 

現在借りている

28.1 
借りていない

55.6 

その他／

分からない

1.1

注：母数は、有効回答企業171社

（％）
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融資の返済状況  

 

「現在借りている」県内企業の 12.5％が今後「返済に不安」 

 

新型コロナ関連融資を「現在借りている」と回答した県内企業に今後の返済見通しを尋ねたところ、

87.5％が「融資条件通り、全額返済できる」と考えていた。 

一方、『返済に不安』を抱いている県内企業は 12.5％と前年より 0.4 ポイント増加した。内訳をみると、

「金利減免や返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難しい」8.3％、「返済のめどが立たな

いが、事業は継続できる」2.1％、「返済のめどが立たず、事業を継続できなくなる恐れがある」2.1％だった。 

新型コロナ関連融資の今後の返済見通し  

 

29.8 

45.5 

41.7 

19.0 

19.7 

27.1 

45.2 

30.3 

29.2 

6.0

4.5

2.0

5割以上
3割～5割

未満
3割未満

注：母数は新型コロナ関連融資を「現在借りている」企業48社。2024年8月は66社。2023年8月は84社

（％）
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時点

2024年8月

時点

2025年8月

時点

未返済や今

後返済開始
不回答

9.1 

13.3 

18.7 

14.3 

15.0 

12.1 

12.5 

81.8 

86.7 

77.3 

84.5 

82.5 

86.4 

87.5 

9.1 

0.0 

4.0 

1.2 

2.5 

1.5 

0.0 

2022年2月

時点

2022年8月

時点

「返済に不安」計
融資条件通り、

全額返済できる
その他・不回答

注2：母数は新型コロナ関連融資を「現在借りている」企業48社。2024年8月は66社。2024年2月は80社。

2023年8月は84社。2023年2月は75社。2022年8月は75社。2022年2月は77社

注1：『「返済に不安」計』は、「返済が遅れる恐れがある」「金利減免や返済額の減額・猶予など条件緩

和を受けないと返済は難しい」「返済のめどが立たないが、事業は継続できる」「返済のめどが立たず、

事業を継続できなくなる恐れがある」の合計
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返済が遅れる恐れがある
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おわりに 

 

コロナ禍で実施された「新型コロナ関連融資」について、茨城県内企業では「借りていない」とする割合が

55.6％だった。「現在借りている」は 28.1％、「すでに全額返済」したは 15.2％で、全国と比較すると、「借

りていない」企業の割合が高く、「現在借りている」割合に低い傾向がみられた。一方、「すでに全額返済」し

た割合は全国を下回った。 

「現在借りている」と回答した県内企業のうち、2025 年 8 月時点で融資の『5 割以上』を返済していたの

は 41.7％。一方で、返済が『3 割未満』にとどまる企業は 29.2％、『未返済や今後返済開始』が 2.0％で

あり、県内企業の返済の進捗は全国平均に比べてやや遅れていることが浮き彫りとなった。 

こうした背景には、県内企業における業績回復の遅れがあるとみられる。エネルギー価格や人件費の上

昇などが重荷となり、業績がコロナ前の水準に戻っていない企業も多い。特に小規模事業者では、資金繰り

の余力が限られ、返済原資を十分に確保できていない現状がうかがえる。 

今後の返済見通しについて、「融資条件通り、全額返済できる」とした県内企業は 87.5％にのぼり、大半

は返済に前向きな姿勢を示した。しかし、『返済に不安』を抱えている企業も 12.5％存在、前年より 0.4 ポ

イント増加しており、県内企業の一定数が厳しい資金繰りに直面していた。 

 

コロナ禍における政府・金融機関の支援策は、倒産の急増を防ぐうえで大きな効果を発揮した。一方で、

こうした融資が一時的な延命策となり、業績回復に至らないまま返済負担だけが残る「借入依存型経営」を

助長した側面も指摘されている。 

今後、借り換え融資の返済開始時期がピークを迎える見込みだ。返済の本格化にともない、資金繰り難

から「息切れ倒産」が増加する懸念もある。県内でも倒産件数は増加傾向にあり、その動きがさらに加速す

る可能性も否定できない。 

さらに、日本銀行による政策金利の引き上げが続けば、新規借り入れの金利負担は一段と増すことにな

る。企業が円滑に借入金の返済を進めるためには、足元の業績回復とともに、収益力の底上げが欠かせな

い。物価高の長期化で個人消費が鈍るなか、需要の下支えと地域経済の再活性化に向けた安定的な経済

政策の実行が強く求められる。 


